
地域共生社会の推進に向けた普及・啓発に向けた本年度の取組

４月 地域共生ポータルサイト開設
５月～３月

・都道府県主催の研修会・セミナー等への地域共生社会推進室職員を派遣
※47都道府県のうち39道府県から依頼があり全て対応 / 随時依頼を受付中

・個々の市町村、教育機関、民間団体等が主催する説明会・セミナー等に
地域共生社会推進室職員を派遣

※「日弁連人権擁護大会 消費者被害の予防と救済を考える」のパネルディス
カッションに参加（10/14）

※「高齢消費者・障がい消費者見守りネットワーク連絡協議会」（消費者庁主催）

において重層事業について説明（10/14）
※「社会・援護局関係主管課長会議」（厚生労働省主催）において見守りネット

ワークについて周知（予定）（３月）
８月～１月 都道府県・重層的支援体制整備事業実施自治体職員・事業者向け全国研修
１月～２月 市町村・事業者担当職員全国６ブロック研修（開催中）

2021年８月～研修教材配信中2021年４月～ポータルサイト開設
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消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）との連携により期待される効果

期待される効果①

重層事業と見守りネットワークと
の一体運用により、本人同意を得
ていない場合でも包括的相談支
援事業者・多機関共働事業者との
情報共有が可能となり、問題が深
刻化するよりも前の課題解決が可
能となること。

期待される効果②

重層会議・支援会議と見守りネット
ワーク会合を組み合わせて開催する
ことにより、福祉関係者だけではなく、
消費者行政関係者（弁護士・司法書
士などの司法関係者）も含めたより
専門的なアプローチからの課題解決
が可能となること。

（再掲）
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